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研究成果の概要（和文）：全国地域の物理的・社会的環境ならびに健康・健康行動の格差を幅広い年齢層を対象
に明らかにするのが本研究の目的である。地理情報システム（GIS）によるデータベースを構築し、全国市区町
村単位の地域環境評価指標、住民による地域環境認知、健康行動実施状況調査票を開発し、調査を行った。
全国地域間に環境評価指標ならびに健康・健康行動（歩行時間等）の大きな差が観察された。都市・地方・島嶼
部の住民調査の結果からは、物理的環境（土地利用の多様性等）や社会的環境（住民とのつきあい等）は健康・
健康行動（歩行時間等）と、性・年齢等を考慮しても有意に関連がみられたものの、これらの関連は地域により
異なることが示された。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to clarify the inequalities in 
physical/social environments and health/health behavior in the nationwide regions, and the 
association among them in a wide range of age groups. We constructed a database based on the 
geographic information system (GIS), developed environmental assessment indicators for 
municipalities, and developed a questionnaire concerning resident's perception of environments and 
health/health behaviors, and conducted surveys.
A large regional differences in physical/social environments and health/health behavior practices 
(walking time etc.) were observed among municipalities. The results of residents' survey in urban, 
rural, and island indicated that physical (diversity of land use etc.)/social  (socializing with 
residents etc.) environments were significantly associated with residents' health/health behaviors, 
even after adjustment for attributes (sex, age etc.). However, those association were differ from 
region to region.

研究分野： 公衆衛生学
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１．研究開始当初の背景 
健康状態は、生物学的要因（年齢、性など）や心理社会的

要因による影響のみならず、居住地域の物理的・社会的環境
の影響をうける。社会的環境としてソーシャルキャピタル、なか
でも信頼関係、ネットワーク、規範などの社会組織の影響が注
目されている。一方、健康状態には食行動、睡眠、身体活動
（運動を含む）、喫煙のような健康行動が影響を及ぼす。これ
ら健康行動には都市構造、公共交通機関、各種サービス施
設への近接性、道路の整備状況、緑地密度、景観などの物理
的環境が影響を及ぼす。すでに英米、オーストラリア、カナダ
などでは、道路整備・公共交通・緑地等の政策導入により、住
民の身体活動量が約 50%までも高まったことを報告している。
物理的環境の評価は客観的で具体的な介入方法を提供して
くれる。しかし、地域間にみられる健康格差について、物理的
環境とともに社会的環境をも考慮した研究は未だなく、両者間
の関連についての理解は不十分である。両者間の関連を理
解することは、地域間にみられる健康格差を軽減するための
施策展開の際に具体的な指針となりうることが期待される。 

 
２．研究の目的 

Ⅰ．全国の物理的・社会的環境を市区町村単位の計量デ
ータにより評価し、地域間の格差を明らかにすること、Ⅱ．物
理的・社会的環境の住民の認知状況、健康・健康行動を評価
する調査項目を開発し、住民調査を実施すること、Ⅲ．住民の
認知による物理的・社会的環境の地域差を明らかにすること、
Ⅳ．物理的環境と社会的環境の間の関連を明らかにすること、
Ⅴ．健康行動・健康状態の地域差を明らかにすること、Ⅵ．健
康行動・健康状態に影響を及ぼす物理的・社会的環境につ
いて、個人要因を考慮した上で明らかにすること、Ⅶ．健康行
動と健康状態の特性およびその関連を検討すること、である。 

 
３．研究の方法 
 本研究の研究仮説の検討を重ね、地域の客観的な物理的
環境については GIS を用いて人口密度、道路の接続性、公
共交通機関、住宅と他の施設との混合度、等に関する全国の
地域規模（市区町村）別のデータベースを構築した。 

調査地域は、本研究で開発した全国の環境評価指標により
都市規模と特性の異なる地域を選定し、住民調査を実施した。
住民基本台帳から性・年齢別に無作為抽出された住民あるい
は特定年齢の住民を選出し、調査対象者とした。本研究に先
立ち、東京都内区、東京近郊都市（中学生およびその保護
者）、地方都市（幼児、成人、高齢者）を対象に実施した調査
データを加えて検討した。 

調査は、調査対象者の居住地を中心に半径 500m 圏を
GIS を用いて計量し、調査票による居住地（居住地から徒歩
10 分圏）の認知状況を調査した。身体活動を含む健康行動
は調査票による調査と加速度計・歩数計による計測を行った。 

 
４．研究成果 
Ⅰ. 全国の物理的環境を市区町村単位の客観的計量データ
により評価し、地域間の格差を明らかにするため、GIS を用い
て地域環境データベースの構築を行った。文献研究および国
内状況を勘案し、地域の物理的環境評価指標の開発を行い、
開発した環境評価指標の妥当性の検討を行った。 
Ⅰ-1.市区町村を単位として集計されている地域統計、土地利
用等のデータを収集した。これらを人口、世帯、経済・行政、
教育、労働、居住・都市環境、医療・福祉の内容に分類し、市
区町村コードまたは市区町村名を用いて地域境界データに
統合させ、GIS 用のデータセットを作成した。 
Ⅰ-2.構築したデータベース（Ⅰ-1）を活用し、市区町村単位で

利用可能な指標を選定・分類した（人口・面積・道路・各種施
設関連など）。国際共同研究組織を参考に、国内状況を勘案
し、環境評価指標を開発した。物理的環境評価指標は下位７
指標（①可住地人口密度、②交差点密度、③施設混合度、④
商業集積地区密度、⑤人口あたり都市公園面積、⑥公共交
通機関アクセシビリティ、⑦施設アクセシビリティ）とし、5 つの
層化因子（人口集中地区の有無、バス停・駅の密度、商業集
積地区の有無、1 人あたり課税対象所得、人口流入）を設定し
た。指標①～⑦をそれぞれ平均 0、分散 1 に標準化し、加重
平均をとって環境評価指標のスコアとした。全国地域（1886
市区町村）のスコアを算出すると、4.641 から-0.895 に分布し、
0 を上回る地域は 1/3 弱であり、全国の物理的環境には大き
な地域差があることが示された。下位 7 指標はいずれも右裾
の長い分布であったため変換して用い、指標間の関連を検討
すると、「①可住地人口密度」、「②交差点密度」、「④商業集
積地区密度」、「⑦施設アクセシビリティ」は互いに高い正の相
関、「⑤人口あたり都市公園面積」、「⑥公共交通機関アクセ
シビリティ」とも正の、「③施設混合度」とは負の相関であった。 
Ⅰ-3. 開発した評価指標の妥当性を検討した。評価指標スコ
アは都道府県別の自家用車保有台数とは中程度の有意な負
の関連が、全国 130 市町村の移動目的による歩行時間とは
平日・休日とも中程度の正の関連が示された。 
 
Ⅱ.物理的・社会的環境の認知、健康行動（身体活動、食行
動）、健康状態、個人要因に関する文献研究を行い、調査票
を作成した。開発した環境評価指標（Ⅰ-2～3）を用いて調査
地域の選定を行い、住民調査を実施した。加えて、物理的・
社会的環境の認知、健康行動について全国を網羅して検討
するため、利用可能な社会調査データ等の検索を行った。 
Ⅱ-1.物理的環境の認知に関して、国際比較を目的に開発さ
れ、多数の先行研究で用いられている調査票に着目した。予
備調査を実施し、調査項目の信頼性および妥当性を検討した。
信頼性（再現性）は、1 か月の期間をおいて繰り返し測定され
た調査項目間（Kendall τ-b 順位相関係数）および指標間
（Spearmanρ順位相関係数）で、項目によってばらつきはあ
るものの全体の 8 割以上で相関係数が 0.4 を上回る結果が得
られた（τ-b =0.21～0.74；ρ=0.38～0.80）。妥当性に関して
は、指標スコアと相当する客観的環境計測値による検討で、
関連の程度は弱いものの有意な正の相関関係が示された
（Spearman ρ=0.15～0.32）。Ⅱ-2.社会的環境については、
ソーシャルキャピタル等に関する文献研究に加え、内閣府お
よび厚生労働省等の調査を参考にして評価項目を選定した。 
Ⅱ-3. 健康行動の調査項目に関しては、身体活動時間と食事
頻度調査について、信頼性および妥当性の検討を行った。身
体活動時間は、算出された総エネルギー消費量と同期間に
加速度計で測定された総エネルギー消費量との間に強い正
の相関関係（Pearson r=0.82）が示された。食事頻度調査は
5～7 か月間隔で繰り返し測定された結果間で良好な再現性
（κ係数：κ=0.16～0.75、Spearmanρ=0.27～0.86）が、ま
た調査票による結果と食事記録による食品の摂取量（重量）
および摂取頻度との間には中程度の正の相関が示された。 
Ⅱ-4.調査地域は、環境評価指標（Ⅰ-2～3）の下位スコア（7
項目）および総スコアを順位付けし、上位と下位100位内の地
域を抽出した。都市規模・環境特性の異なる地域（大都市、地
方都市、地方部、島嶼部）を含むことに加え、調査への協力が
得られる実情を勘案し、東京都 A 区、沖縄県 B 市、沖縄県島
嶼部 C 島、北海道 D 町の 4 地域を選定した。A 区と B 市は
都市部で、A 区は地人口密度および商業集積度、施設アクセ
シビリティが高く、B 市は商業集積度、施設アクセシビリティに
加え総スコアの高い地域であった。一方、C 島、D 町は地方



部であり、下位スコア・総スコアとも低い地域であった。 
調査地域間の物理的環境を比較すると、人口密度は A 区

で最も高く、B 市、C 島、D 町の順に低くなっていた。人口構
成をみると、年少人口割合が高い地域は沖縄県（B 市と C 島）、
生産年齢人口割合は A 区、老年人口割合は D 町で高かった。
核家族世帯の割合は D 町で高く、C 島は人口密度が低く、老
年人口割合の高い地域であった。 
Ⅱ-5. 物理的・社会的環境の認知および健康行動について、
全国を網羅して検討するため、利用可能な社会調査データ等
の検索を行った。全国規模で実施され、調査項目に健康行動
が含まれる調査として、JGSS（日本版総合的社会調査：
Japanese General Social Surveys）2010 年調査と平成 22
年全国都市交通特性調査（国土交通省）が検索され、これら
の利用申請を行った。平成22 年全国都市交通特性調査につ
いては個票データでの利用申請を行った。本研究に先立ち、
地方都市に該当する山形県 E 市において実施していた住民
調査結果（平成 23 年）も活用した。 
 
Ⅲ.住民の認知による物理的・社会的環境の地域差を明らか
にするための比較検討を行った。 
Ⅲ-1.物理的環境の認知状況を調査地域間で比較すると、都
市部である A 区と B 市は土地利用の多様性、各種施設の近
接性、道路の接続性等がいずれも高いのに対し、C 島と D 町
ではいずれも低く、中でも C 島は特に低い結果であった。 
Ⅲ-2.社会的環境を比較すると、A 区や B 市に比べ、C 島や D
町は「近所の人」に信頼感を感じている割合が高く、ご近所と
のつきあいがより密である住民が多かった。B 市は調査地域
の中でご近所との連帯感を認知している住民の割合が低かっ
た。居住地域を肯定的に認知している割合は A 区の住民で
高く、住民への信頼感や近所とのつきあい、地域への愛着の
程度は地域により異なっていた。 
 
Ⅳ.物理的環境と社会的環境間の関連を明らかにするため、
主成分分析を行った。A 区、B 市、D 町の住民（40～69 歳；
n=622）において物理的環境の認知（15 項目）と社会的環境
（11 項目）の計 26 項目を用いた結果、固有値 1 以上の 5 つ
の主成分が抽出された（累積寄与率 71.9%）。第 1 主成分は
「近所の人および地域への信頼・安心」が主要素であり、この
得点が最も高いのは A 区であった。第 2 主成分の主要素は
「地域の物理的な利便性」であり、主成分得点は B 市で高か
った。第 3 主成分は「歩きやすさ・楽しさ」等の歩行に関連する
要素であり、3 地域の中で D 町の主成分得点が最も高かった。
第 4 および第 5 主成分はどちらも単項目が抽出された。 

次に、山形県 E 市を加えた 4 地域の住民（40～69 歳；
n=2122）を対象に、物理的環境（9 項目）と社会的環境（11 項
目）の計 20 項目を用いて主成分分析を行った結果、3 つの主
成分が抽出された（累積寄与率 65.4%）。第 1 主成分である
「近所の人および地域への信頼・愛着」の主成分得点は A 区、
E 市、D 町では同程度であったのに対し、B 市は低かった。第
2 主成分の「施設の多様性・利便性」は 4 地域のうち A 区の主
成分得点が高かった。第 3 主成分には単項目が抽出された。
以上の結果から、物理的環境と社会的環境は相互に関連が
あるものの、その関連は地域により異なることが示された。 

 
Ⅴ.住民の健康行動・健康状態の地域差を明らかにするため、
全国調査データを利用し、調査地域間で比較検討を行った。 
Ⅴ-1. JGSS-2010 データを分析し、健康行動の地域間の格
差を検討した。健康行動は地域または都市規模によって実施
状況が異なる行動（座位時間、運動、飲酒・喫煙、健診受診、
歩行時間、活動強度、地域活動の参加状況など）がある一方、

違いはみられない行動（体格への意識など）があった。 
Ⅴ-2. 調査地域間の健康行動・健康状態を比較すると、10 分
以上続けて歩くこと、運動習慣、活動強度が 23Mets 以上で
ある者は都市部の A 区で多く、C 島ではこれらの実施がいず
れも少なかったが、地域活動、市民活動・ボランティアを行う
（月 1 日以上）割合は他の地域に比べ高かった。これらの身体
活動実施割合は B 市と D 町で同程度であった。健康状態で
は、筋・関節疾患で通院している者は C 島、歯科疾患で通院
する者は A 区が他の地域に比べ多かった。これらの相違は都
市規模・都市化では必ずしも説明できない結果であった。 
 
Ⅵ.健康行動・健康状態と関連する物理的・社会的環境につ
いて、個人要因を考慮した上で明らかにするため、日常の歩
行行動に着目し、徒歩時間と関連する市町村の物理的環境、
歩数に関連する物理的環境、歩行時間と物理的環境の認知
との関連、歩行を含む身体活動と物理的環境の認知との関連
に関する調査研究を実施した。身体活動と物理的・社会的両
面の環境との関連については、物理的・社会的環境を東京都
市圏（189 市区町村）、都市部と地方部を含む 3 地域（A 区、
B 市、D 町）、1 地域（E 市）の、各地域規模で類型化した調査
研究を実施した。さらに、子どもの日常生活行動には家族の
環境が影響を与えることから、幼児の生活行動と家族環境、
日常歩数に与える気象環境の影響についての調査研究を実
施した。 
Ⅵ-1-①. 徒歩時間と関連する市町村の物理的環境に関する
調査研究では、本研究で開発した市区町村単位の物理的環
境評価指標スコア（Ⅰ-2～3；下位 7 指標）と全国都市交通特
性調査（130 市町村）の個票データによる徒歩での移動時間
で関連を検討した。「可住地人口密度」、「交差点密度」、「商
業集積度」、「公共交通機関アクセシビリティ」、「施設アクセシ
ビリティ」のスコアは、性・年齢・他市町村への移動の有無に関
わらず、徒歩時間と正の関連がみられた。物理的環境の代表
指標として「人口密度」を用いても、徒歩による平均移動時間
との間に正の関連がみられた。しかし、関連の強さは個人属
性によって異なることが示された。 
Ⅵ-1-②.歩数（歩数計で測定）と物理的環境との関連を検討し
た調査研究では、歩数は日々変動し、週内では金曜日、年間
では 11 月と 5 月に多く、平均歩数は「人口密度」と正の、「平
均標高差」とは負の関連がみられた。全国都市交通特性調査
結果と組み合わせた検討において、歩数は鉄道・地下鉄を代
表交通手段とするトリップが発生・集中する地区で有意に多く、
路線バスまたは自動車・二輪車を代表交通手段とするトリップ
が発生・集中する地区で有意に少ないことが示された。 
Ⅵ-1-③.歩行時間と物理的環境の認知との関連では、自宅周
辺を 1 日 10 分以上歩くことは、「日常生活に必要な買い物を
するお店がある」、「バス停がある」、「日常的な買い物のほとん
どを済ますことができる」環境と認知している者で多く、生鮮食
品の買い物で利用する交通手段が徒歩・自転車である者は、
自動車・二輪車を利用する者に比べ、「車道と区別された歩
道がある」または「交通量の多い通りに横断歩道・信号機があ
る」環境と認知する者が多く、歩行時間は長い者が多かった。
また、子育て中の女性を対象とした研究において、移動およ
び余暇時歩行が 1 日 30 分以上であることは、「施設の多様
性」、「施設への行きやすさ」、「景観」がよいと認知しているこ
とと関連し、子育てしながら働く女性は専業主婦に比べ歩行
時間が長く、有業女性では「各種サービス施設等の多様性」
が高い、専業主婦では「各種サービス施設への近接性」が高
い・「治安」がよい環境で、歩行時間が長い結果であった。 
Ⅵ-2.身体活動と関連する物理的環境の認知については、成
人および高齢者を対象とした研究から、余暇で身体活動を行



う者は、行わない者に比べ、居住地域の物理的環境を肯定的
に認知している者が多いこと、また物理的環境の認知と日常
的に歩行（1 日 60 分以上）および運動（1 回 30 分かつ週 1
回以上を 1 年中実施）を行うこととの関連は、性・年齢層・就業
状態により異なるものの、これらの関連は主に中・高年齢層の
女性でみられたことから、居住地域で過ごす時間の長い中高
年女性の身体活動は地域環境の影響をより強く受けている可
能性がある。子育て中の女性を対象とした研究では、仕事の
ある者は、ない者に比べ、仕事以外の身体活動（移動・家事・
余暇）を実施する割合は低いものの、仕事上重い労作を行う
者では基準を満たす身体活動を実施する割合が高かった。さ
らに、中学生を対象とした研究において、運動・スポーツをす
る時間は「住宅・商業施設等が混在する地域」に居住する生
徒で長く、「住宅が多い地域」に居住する生徒で短かった。ゲ
ーム・パソコン等を行う不活動の時間は「農地が多い地域」に
居住する生徒で長く、「住宅・商業施設等が混在する地域」に
居住する生徒で短かった。 
Ⅵ-3-①. 身体活動量と物理的・社会的環境の各項目間の関
連については、成人および高齢者を対象とした研究において、
身体活動量が不足している者と充足している者で、喫煙・飲
酒、体格などの生活習慣、物理的環境の認知に違いはなかっ
たが、充足している者は、不足している者に比べ、主観的健
康感が高く、ご近所のより多くの人と密なつきあいをしているこ
とが示された。また、中学生を対象とした研究においては、生
徒の運動・スポーツの時間が長いことは物理的環境では「自
宅近くに運動施設（プール・公園）がある」こと（男子生徒のみ）、
社会的環境では「友人と一緒によく運動をすること」、「運動部
等に参加していること」が関連していた。成人・高齢者に加え、
学齢期の子どもでも日常生活における身体活動は友人・ご近
所など、他者とのつながりが影響することが示された。 
Ⅵ-3-②. 東京都市圏（189 市区町村）の物理的・社会的環境
と住民の交通手段別移動時間との関連の調査研究では、物
理的および社会的環境に関する客観的指標による地域特性
として「住宅・商業・道路の面積割合が高く人口密度・単独世
帯割合の高い地域」を表す正準変数と「徒歩での移動時間が
長く自動車での移動時間が短い」特性を表す正準変数で相
関係数が最も大きくなる 1 つの組合せが得られ、「自動車の利
用時間が長い地域」は「山林・農地面積割合が高く、人口密
度が低く、一次産業従事者が多い」特性であった。 
Ⅵ-3-③. 都市部と地方部を含む 3 地域（A 区、B 市、D 町）
の物理的・社会的環境と歩行との関連の研究では、物理的・
社会的環境の主成分分析から「地域・住民の親密さ」、「施設
の多様性・利便性」、「歩行の安全性・快適さ」の 3 つの環境特
性が類型化され、これらのうち、居住地域を歩くこと（1 日 10 分
以上）は「地域・住民の親密さ」および「施設の多様性・利便
性」が高い環境特性と有意に関連していた。 
Ⅵ-3-④. 1 地方都市 E 市における物理的・社会的環境特性と
歩行時間および社会活動への参加状況との関連では、物理
的・社会的環境の認知状況（24 項目）を変数のクラスター分
析で類型化した「信頼・互助」、「施設へのアクセシビリティ」、
「安全・安心感」の 3 環境特性の中で、「信頼・互助」は男女と
も社会活動（地域活動および屋外での交流活動）に参加する
ことと正の関連がみられた。「施設へのアクセシビリティ」は歩
行時間との関連は正であったものの（女性でのみ）、地域活動
への参加とは男女とも負の関連がみられた。「安全・安心感」
は女性でのみ地域活動への参加と正の関連であった。 
Ⅵ-4. 幼児の生活行動と家族環境との関連では、食行動、身
体活動、睡眠行動、過体重などの生活行動はそれぞれ家族
構成と関連しており、「ひとり親」および「母が有業」である世帯
は幼児の朝食欠食、食事が不規則、テレビ視聴時間が長く、

睡眠時間は短かったが、「祖父母が同居」する世帯はこれらの
リスクが低かった。しかし、「祖父母が同居」する世帯は夕食後
におやつを摂取することから、過体重のリスクは高かった。 
Ⅵ-5. 日常歩数（歩数計で測定）に気象環境が与える影響に
関する調査研究において、歩数は気温 19.4～20.7℃で最も
多く、気温の変化が歩数に与える影響は男女とも高齢者で顕
著にみられ、同様の傾向が不快指数、体感温度でもみられた。
これらの条件の中で歩数への寄与率（R2）が最も高かったの
は不快指数であった。 
 
Ⅶ.健康行動・健康状態の特性を明らかにするために、食行動
（早食い・夜食摂取・朝食欠食）と過体重の関連、食行動パタ
ーンと他の健康行動（喫煙、飲酒、運動実施など）との関連、
地域活動への参加と健康行動（食事、身体活動、睡眠、喫煙、
飲酒）を、また子ども（中学生）を対象とし身体活動時間・身体
活動パターンと体重との関連についての調査研究を行った。 
Ⅶ-1. 食行動（早食い・夜食摂取・朝食欠食）と過体重の関連
の調査研究では、夜食摂取と朝食欠食は過体重と有意な関
連はみられなかったものの、早食いと組み合わさると過体重と
有意に関連していた。これら 3 つ全ての食行動に該当すると、
過体重のオッズ比はさらに高くなることが明らかとなった。 
Ⅶ-2. 成人・高齢者の食行動のパターンと喫煙、飲酒、運動
実施などとの関連に関する研究では、食行動 16 種類から変
数のクラスター分析により「低脂質・糖質・塩分」、「栄養に重
点」、「規則的な朝食・主食」、「間食せず」の 4 つの食行動パ
ターンが特定された。運動習慣がない者は「低脂質・糖質・塩
分」、「栄養に重点」、「間食せず」のパターン、喫煙者は非喫
煙者に比べ「低脂質・糖質・塩分」、「栄養に重点」、「規則的
な朝食・主食」パターンのスコアが低いことが明らかとなった。 
Ⅶ-3. 地域活動への参加の有無と食事、身体活動、睡眠、喫
煙、飲酒の実施状況との関連の研究では、地域活動に参加し
ている者は運動（週 2 日以上 1 回 30 分以上運動を実施）およ
び健康な食生活（朝食摂取・栄養バランス・野菜摂取・塩分控
えめ・脂肪控えめをすべて実施）を行っている一方で、飲酒量
が適正である者（純アルコール：男性 40g/日・女性 20g/日未
満）は少ないことが示された。 
Ⅶ-4. 中学生の身体活動時間と過体重との関連では、過体重
は運動・スポーツを行う時間と負の、運動型ゲームおよび不活
動なゲーム・パソコン等を行う時間とは正の関連がみられた。
Ⅶ-5. 中学生の身体活動パターンと体重状態との関連は、6
つの身体活動時間（運動、歩行、自転車利用、テレビ視聴、
ゲーム、勉強）のクラスター分析により 5 つのパターンが分類さ
れた。身体活動パターンによって体重に差がみられ、身体活
動が活発で座位時間が短いパターンの生徒で過体重の割合
は低かった。座位時間が長いパターンの生徒は座位行動の
種類によって体重状態は異なり、ゲーム・パソコンの時間が長
いパターンはテレビ・DVD 等の視聴時間が長いパターンに比
べ、過体重および低体重の割合は高いことが示された。 
 

以上、本研究は、全国地域の客観的・主観的環境について、
さまざまな角度から調査研究を行い、国内地域間には物理
的・社会的環境に大きな格差があること、健康行動・健康状態
に地域差があることを明らかにした。また、健康行動・健康状
態と地域の物理的・社会的環境との関連を、全国および調査
地域別に明らかにした。さらに、年少児の日常生活行動に家
族環境が与える影響、日常生活における歩行行動に気象環
境が与える影響についても明らかにした。 

本研究で明らかとなった健康行動・健康格差に寄与する物
理的・社会的環境に対する施策的介入効果を明らかにするこ
とが、残された課題である。 
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